
（１） 「世田谷区みどりの基本条例」に基づく「特別保護区」の指定

９．地方公共団体独自の取組（緑地保全関連条例等） 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

・市街地内に存するまとまった優れた自然環境を保全するため、買取り規定のある「特別保
護区」として指定する制度（昭和60年より）。

・現在指定されている緑地の1か所当たりの規模は 2 000㎡前後から6 000㎡程度・現在指定されている緑地の1か所当たりの規模は、2,000㎡前後から6,000㎡程度

・これまで、1か所について公有地化により都市緑地として保全（岡本静嘉堂緑地）。

・また、神明の森みつ池については、少しずつ買取を進めており、一部、特別緑地保全地
区（成城みつ池）に指定

神明の森みつ池

区（成城みつ池）に指定。

烏山弁天池

特別保護区

制度概要 樹林地や水辺地 動物生息地が 体とな た土地 特に保全する必要がある民有地制度概要 樹林地や水辺地、動物生息地が一体となった土地で、特に保全する必要がある民有地

指定実績 ４か所 1.3ha 助成 ・固定資産税及び都市計画税の一部を補
助（山林：全額、その他：１／２）

行為規制等 ・伐採等の許可、所有者変更の届出

損失補償 ・あり 買入れ ・所有者からの買入れ申し出可

維持管理 ・世田谷区（㈶世田谷トラストまちづくりに委託）

・１か所のみ常時開放、２箇所は年２回公開日のみ開放。１か所（神明の森みつ池特別保護区）は一般開放なし。



（２）財団法人 世田谷トラストまちづくり

９．地方公共団体独自の取組（緑地保全関連条例等） 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

・平成9年3月に緑地管理機構に指定。

・区から受託し緑地等を管理するほか、市民緑地の契約・管理や、財団独自の小規模な緑地の管理支援等を展開。

○特別保護区 ・条例に基づき保全している土地。（前項参照）

○市民緑地 ・都市緑地法に基づく市民緑地制度を活用。○市民緑地 都市緑地法に基づく市民緑地制度を活用。

・当財団が土地所有者と契約を結び、維持管理を行い、地域に公開している。

・現在、１０か所。

○小さな森 ・財団独自の制度。

・50㎡ 以上の緑地や庭を対象に、土地所有者と財団が契約を結び、一般に公開（年間3日以
上）。市民に地域のみどりを楽しめるようにする代わりに、財団が維持管理の支援を行う。

・現在、８か所。

市民緑地 小さな森：ボランティアとともに管理



（３） 「町田市緑の保全と育成に関する条例施行規則」に基づく「緑地保全の森」の指定

９．地方公共団体独自の取組（緑地保全関連条例等） 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

・市街地内及びその周辺の比較的小規模な緑地を、買収または借地により保全するため、「緑地保全の森」として指
定する制度。

・なお、将来的には特別緑地保全地区か緑地として都市計画決定していく意向で、相続が発生したときに、市が買い
取る予定 平成12年度までは単費により買取 てきたが 現在は国庫補助等も活用し 土地の購入を進めている取る予定。平成12年度までは単費により買取ってきたが、現在は国庫補助等も活用し、土地の購入を進めている。
（平成23年度予算約1.4億円）

緑地保全の森（緑地保全の森設置要綱）

制度概要 ・市内の美しい緑地景観、歴史的環境を保護すること及び貴重な動植物が生育する自然環境の保全
を目的として設置するもので、1,000㎡以上のまとまりのある緑地を、買収または借地により確保す
るる。

・借地の場合、土地所有者と土地使用貸借契約を締結。原則として10年以上。

指定実績 50か所、約85.8ha（平成23年4月現在） 助成等 ・借地料無償の場合、固定資産税非課税、都
市計画税非課税（市街化区域の場合に限行為規制等 上記契約の中で取り決め（樹木の伐採
市計画税非課税（市街化区域の場合に限
る。）

行為規制等 上記契約の中で取り決め（樹木の伐採
等に関する届出等）

維持管理 ・町田市

・管理ボランティアに依頼する場合、市長と管理団体が管理に関する協定を締結し、管理謝礼金を支
払う。

・市有地が４分の３。（約64ha)

・20ヶ所で、市民による愛護団体が自主管理に携わっている。



・柏市では、使われていない土地（空地・樹林地等）を住民が主体となって企画・設置・運営等を行い質の向上
を図るコミ ニティガ デンづくりを推進（緑の基本計画での重点施策の位置づけ）

１０．カシニワ制度の概要（柏市） 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

を図るコミュニティガーデンづくりを推進（緑の基本計画での重点施策の位置づけ）。
・市内の未利用地を使いたい人に貸し出すカシニワ情報バンクと一般公開可能な個人の庭・コミュニティガーデ
ンを市のHPで紹介するカシニワ公開からなる「カシニワ制度」の運用を開始（平成22年11月より）。

カシニワ情報バンク カシニワ公開
支援情報 オープンガーデン

カシニワ情報バンク
地域の庭

一般公開可能な庭

団体情報 土地情報

市民団体等 土地所有者

市民団体等が土地を借りて手入れを行っ
ている場所

市が仲介

情報のマッチングが
図れた場合

市のホームページ
庭 紹図れた場合、

土地所有者⇔市民
団体等間で協定を
締結（公開 非公開

で庭や活動の紹介
を行う。

（一定期間の一般
公開が必要）

出典：柏市資料

締結（公開・非公開
は問わない）

公開が必要）

事例「自由の広場」 市有地を町会が管理
庭主の善意で公開をしている庭



・神戸市の市民公園制度は、神社仏閣の境内地、遊休地等の都市空間を公園的に利用することを目的として

１１．市民公園制度の概要（神戸市） 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

地元住民が公園として管理運営する仕組み。

・地元住民は公園を管理運営する組織として「市民公園管理会」を設立し、土地所有者から無償で提供された
土地を安全で楽しく利用できるように管理運営を行う。

・神戸市は 市民公園管理会に対し遊具等の設置及び管理運営に係る費用の助成を行い 土地所有者に対し・神戸市は、市民公園管理会に対し遊具等の設置及び管理運営に係る費用の助成を行い、土地所有者に対し
ては固定資産税、都市計画税の免除を行う。

＜指定要件＞＜仕組み＞
・面積が概ね200㎡以上であること。

・利用期間が3年以上であること。

・土地所有者の同意があること。

・平坦なさら地であること。

土地所有者

・適正な管理運営が期待できること。

・利用者が不当に限定するものでないこと。

・公益上その他支障がないこと。

・周辺250m以内に公園がないこと。

・遊休地（200㎡以上）
・無償提供

市民公園 市民公園管理会

・清掃や除草などの公園の管理運営

神戸市
・ベンチ・遊具等の設置定資産

出典：神戸市資料等

・ベンチ・遊具等の設置
・管理運営費用の助成

・固定資産税
・都市計画税の免除

写真：市民公園



１２．地域住民による主体的な取組（コミュニティガーデンの事例）

・ コミュニティガーデンは、地域住民の自主的な活動により維持管理されるオープンスペース。1970年代の米国において、荒廃
した空き地を住民グ プが環境整備したのがはじまり

第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

した空き地を住民グループが環境整備したのがはじまり。

名称 場所 開始者 経緯 土地所有者 資金等

マッキントッシ スト ニ ヨ 近隣住民 空き地を片付けている住民を見て 他の住 市 寄付 街区会 自助地域

【米国のコミュニティガーデン事例】

マッキントッシュスト
リートガーデン

ニューヨー
ク市

近隣住民 空き地を片付けている住民を見て、他の住
民も加わった

市 寄付、街区会、自助地域
助成金等

パルチックストリート
ガーデン

ニューヨー
ク市

住民グループ 街区からゴミを一掃するために、住民有志
グループにより結成

市 財団、住宅開発局

ハイランドパ ク400サ ボストン市 住民活動家 貧しく 食料品店から遠い地域の高齢者を ボストン自然地域 コミ ニティ開発 括補助ハイランドパーク400サ
ヴァイヴァルガーデン

ボストン市 住民活動家 貧しく、食料品店から遠い地域の高齢者を
組織するためにコミュニティガーデンを利用

ボストン自然地域
基金

コミュニティ開発一括補助
金

• 我が国におけるコミュニティガーデンは自治体主導の取組が多いが、地域住民による主体的な取組事例も見られる。

出典：小野佐和子「1970年代から80年代初めのアメリカのコミュニティガーデン運動」1996

●きせつのこみち グリーンガーデン

＜都市計画道路予定地の維持管理＞
運営主体：宮前コミュニティガーデン実行委員会

（川崎市）

●今宿コミュニティガーデン

＜残土置き場であった市有地の維持管理＞
運営主体：今宿コミュニティガーデン友の会（横浜市）

●花と緑のまち三鷹創造協会

＜提供公園の維持管理＞
運営主体：NPO法人 花と緑のまち三鷹創造協会

（三鷹市）

・長年放置され不法投棄などが頻発し、地域で
も疎遠されていた、都市計画道路予定地約
640㎡が対象

・瓦礫やゴミを片付け 周辺のマンション建設の

・横浜市旭区との協働でまちづくりの検討・実践
を行う「まちづくりサロン」において、市有地をコ
ミュニティガーデンとして活用する提案がなされ、
区にも受理された

・開発事業などにより三鷹市が提供を受けた小
規模な緑地や公園が対象（現在は３ヶ所）

・運営主体であるNPO法人は、緑の保全や緑
化推進活動等を担う人材の育成事業 緑の市瓦礫やゴミを片付け、周辺のマンション建設の

際に出た残土を運び入れて土壌改良を行った
後、地域企業や行政から提供を受けた資材や
廃材、間伐材等を使って整備

出典:宮崎コミュニティガーデンHP

区にも受理された。
・管理運営委員を一般公募、役員・規約などを決
めた後、「今宿コミュニティガーデン友の会」が発
足。

出典: 今宿コミュニティガーデン友の会HP

化推進活動等を担う人材の育成事業、緑の市
民活動等に関わる相談・コンサルティング事
業等の活動を行っている。

出典: 花と緑のまち三鷹創造協会HP



●隣家取得事例の概要

１３．郊外住宅地で空き区画の隣家取得（福井県坂井市の例） 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

・地方都市郊外で昭和40年代に開発された戸建住宅地においては、
「空区画」が2～3割程度発生。

・このような住宅地では、隣接する空区画を購入し、区画を統合する
ことによって2世帯住宅として建て替えたり、空区画を駐車場や菜
園として活用する事例が多く見られる。（福井県坂井市春江町）

表－対象地の概要

図－区画統合の概況（Ａ団地）

全６１８区画中１６４区画が
空区画であり、１４５区画
で統合が行われている。で統合が行われている。

・空き区画 約２７％
・統合区画 約２３％

出典：原田陽子「地方都市郊外戸建住宅地における自律的住環境形成に向けた
複数区画利用など空区画利用の可能性」、住宅7月号、2008

隣接の土地を購入して
庭にしている



１．目的
良好な都市環境を確保するため 農林漁業と 調整を り 都市部 残存する農地 計 的な保全を る

１４．生産緑地制度の概要 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

＜生産緑地地区の例＞

良好な都市環境を確保するため、農林漁業との調整を図りつつ、都市部に残存する農地の計画的な保全を図る。

２．概要

【指定要件】 ＜生産緑地地区の例＞
生産緑地地区の都市計画決定（市町村）

【指定要件】
・ 500㎡以上
・公共施設等の敷地として適
・農林漁業の継続が可能 等

建築等の行為制限 農地等としての管理

※土地所有者等の同意

東京都板橋

建築等の行為制限、農地等としての管理

買取申し出
・主たる従事者の死亡等
・指定後30年経過

東京都板橋区

買い取る旨の通知 買い取らない旨の通知

（特別の事情が
ある場合に限る）（１月以内）

指定後30年経過

農林漁業希望者へのあっせん

（２月以内）

愛知県名古屋市法律の目的に沿った
適切な管理

農地等として生産
緑地の管理

不調の場合
行為制限解除

営農の継続

（２月以内）

３．指定状況（Ｈ22年12月現在） 約６４，７００地区 約１４，２００ｈａ



１５．生産緑地制度創設の背景

年 新都市計 法施行 市街化 域内

第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

Ｓ４３年 新都市計画法施行
市街化区域設定

Ｓ４６ ４８年税制改正

市街化区域内
農地発生

Ｓ４６、４８年税制改正
市街化区域内農地の宅地並課税

Ｓ４９年 生産緑地制度（一般農地並税負担）

(S51)第 種 314 8h 第 種 287 4h

自治体で減額措置等
↓

生産緑地指定進まず
(S51)第１種 314.8ha、第２種 287.4ha

Ｓ５０年 相続税納税猶予制度 20年の営農が条件

Ｓ ７年 長期営農継続農地制度 営農条件に宅地並課税免除

住宅不足地価高騰

Ｓ５７年 長期営農継続農地制度

Ｈ３年 生産緑地法改正

宅地化農地と保全農地の区分を都市計画上明確化し適正措置

土地税制の
不平等

宅地化すべき農地保全すべき農地

生産緑地 （H4）約15,000ha



１６．農地における行為制限と課税との関係 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

三大都市圏等「特定市」の
市街化区域内農地

市街化区域外の農地農家の選択を踏まえ

（参考）

宅地化農地
（生産緑地以外）

保全農地
（生産緑地 ）

一般市町村の
市街化区域内農地

市街化区域外の農地

（都市計画区域内）

農家の選択を踏まえ、
都市計画で保全農地を
区分

都市計画区域外
の農地

（生産緑地 ）

農地転用は原則自由（届出制） 農地転用は原則不自由（許可制）

※ 生産緑地地区内は、
３０年間の建築制限

※市街化調整区域内は、
開発抑制都市計画制限

宅地並み

農地転用は原則自由（届出制）
※農業振興施策の大半は対象外

農地転用は原則不自由（許可制）
一定の場合賃貸借可能

農地課税
宅地並み評価・
農地に準じた課税 農地課税

農地法の制限

固定資産税 宅地並み
課税

農地課税 農地に準じた課税
（負担調整措置により
なだらかに引き上げ）

農地課税

猶予なし
終身営農が

要件
相続後２０年間

営農が要件
終身営農が要件（賃貸借可）

固定資産税
の課税

相続税の
納税猶予 猶予なし 要件

(賃貸借不可 )

営農が要件

（賃貸借不可） 従前は、相続後２０年間営農が要件（賃貸借不可）

納税猶予

※ 「特定市」とは
① 都の特別区の区域 ② 首都圏、近畿圏又は中部圏内にある政令指定都市
③ ②以外の市でその区域の全部又は一部が三大都市圏の既成市街地、 近郊整備地帯等の区域内にあるもの



１７．東京における農業体験農園

・農業体験農園は、都内に77農園、4,577区画、18.8ha（平成23年3月）が開設されている。
※農業体験農園とは 利用者が農家の栽培技術指導のもとに 農作業体験を行える農園である

第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

※農業体験農園とは、利用者が農家の栽培技術指導のもとに、農作業体験を行える農園である。

東京都練馬区における農業体験農園の概要

○制度 概要

農業体験農園の推移（東京都）

１世帯が１区画を利用した
○制度の概要
・農業体験農園は、都市農家の労働力不足の解消と、都市住民の

農業体験ニーズへの対応を両立するものとして、平成8年より開
設。

世帯 を利用
場合、市民農園は約３万世
帯が、農業体験農園は約３
千世帯が利用していることに
なる。

また 農業体験農園は 農
・農家が農園を開設し、利用者は様々な野菜の栽培の講習を受

け、農家の指揮に従い収穫までの農作業を実体験する形で参
加。収穫した作物は利用者が農家から購入する形式。

・作付計画の作成や 苗 肥料 農機具などの用意は農家が実施

また、農業体験農園は、農
家や利用者同士がイベント
を開催するなど、新たなコ
ミュニティの場となっており、
都市農業ならではの新たな
機能といえる ・作付計画の作成や、苗、肥料、農機具などの用意は農家が実施。

・講習会は、年間80回程度開催し、内容は農家が講師となって農作
業を一通り実施し、その後、利用者が自分の区画で実習するとい
う形式。

東京都産業労働局調べ

機能といえる。

・利用料金（入園料及び収穫物代金）は、1区画あたり43,000円（年
額）。区民が利用する場合は、31,000円（年額）。

・施設整備費の2/3を区から助成。運営においても区の補助金が適
用。

○整備状況
・14園 1,506区画 5.8ha（平成21年4月現在、1区画30㎡）↑→作付計画に従い、

作物ごとに計画的に栽培作物ごとに計画的に栽培

写真出典：農を生かした都市づくり（(財)都市農地活用支援センター）



１８．福祉や教育との連携

・都市農地における都市住民の参画も得た取組として、福祉や教育と連携した事例

第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

●対象：施設に入居する高齢者

＜農家が福祉団体（NPO法人）を開設＞

●対象：一般市民

＜市が農地を借りて市民農業大学を開講＞

都市農地における都市住民の参画も得た取組として、福祉や教育と連携した事例

農家 福祉団体（ 法 ）を開設
農園一体の老人ホーム「かもん」（佐世保市、市街化調整区域）

市 農 を借り 市民農業大学を開講
国分寺市「市民農業大学」（国分寺市、市街化区域 宅地化農地）

・介護付き有料老人ホーム及びグループホームはNPO法人が運営
農園事業は農業法人が運営

・週３回、８ヶ月間にわたり開講される農業体験学校
修了生による市内農家向けの援農ボランティア制度・農園事業は農業法人が運営

・障害者自立支援事業所、高齢者への移動販売サービス等も取組
出典: 「超高齢社会と農ある暮らし」（財）都市農地活用支援センター

●対象：在宅高齢者

・修了生による市内農家向けの援農ボランティア制度
・国分寺市及びJAが運営

出典:国分寺市資料等

●対象：児童

＜社会福祉協議会への農地の無償貸付＞
青空デイサービス「やすらぎ農園」（国立市、市街化区域、生産緑地）

＜農家が開設した体験農園を小学校が活用＞
横浜市立いずみ野小学校（横浜市、市街化区域、宅地化農地）

㎡・農地の一部1000㎡（300坪）の無償提供
・国立市社会福祉協議会が運営

出典: 「超高齢社会と農ある暮らし」（財）都市農地活用支援センター

・開校以来30年にわたる農業体験学習と食育の取組
・サポーターが組織されるなど、地域や農家と学校とが連携
・地場産野菜を使った学校給食

出典:いずみ野小学校HP等



１９．農の風景育成地区制度（東京都）

・東京都は、都市の農地を保全し、農のある風景を維持していくために、「農の風景育成地区制度」を創設
（平成23年8月施行）

第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

（平成23年8月施行）。

○農の風景育成地区のイメージ

地区指定の対象（例）○制度の概要
農地や屋敷林などが比較的まとまって残る・農地や屋敷林などが比較的まとまって残る
地区を指定し、区市町と協力して、農地等の
保全を図るために都市計画制度などを積極
的に活用し、地域のまちづくりと連携しなが

地区指定された区域内で展開される取組（例）

畑と屋敷林がまとまって残る地区 水田と樹林がまとまって残る地区
ら農のある風景を保全、育成する。

○地区指定の効果
・農の風景育成地区内では 散在する農地・農の風景育成地区内では、散在する農地

を一体の都市計画公園などとして指定する
ことを可能とし、これにより農業の継続が困
難となった場合にも、区市町が農地を取得し
農業公園として整備することができる。

・地区指定に向けて、農業者との協力、連携を
図ることで、農地の活用を通した農業者と地
域住民との交流が促進される域住民との交流が促進される。

・都市農地の重要性などについての住民の理
解が進み、農のある風景が育まれる。

出典： 東京都HP



・ 農家の保有する平均農地面積は、大都市と地方都市で８～１０反、大都市近郊では４～６反程度。また、大都市ほど生産緑地の

２０．都市農業の特徴（土地所有形態） 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

農家一戸あたりの保有する農地面積（種類別内訳入）面積(反)

比率が高く、地方都市では市街化調整区域内農地の比率が高い。
・ 宅地を保有する農家の割合は、大都市ほど高く、賃貸アパート、貸し店舗、貸し駐車場など多様な用途に活用されている。
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出典：国土交通省 都市・地域整備局 「市街化区域内農地の今後の保全・利用方策に関する調査 報告書（平成２２年３月）」
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アンケート対象者：市街化区域内に農地を所有する農家で農協の正組合員の者



・農業所得は、各都市とも10～20％程度にとどまり、大都市ほど不動産経営所得のウエイトが高く、不動産経営により生計
を維持している現状にあると言える。

２１．都市農業の特徴（平均的な収入の特徴） 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

農業所得等（過去三年間の平均値）の割合（平均値）
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を維持している現状にあると言える。
・農産物売上金額は、各都市とも300万円以下が多数を占め、大都市の方が高い傾向にある。
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出典：国土交通省 都市・地域整備局 「市街化区域内農地の今後の保全・利用方策に関する調査 報告書（平成２２年３月）」
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アンケート対象者：市街化区域内に農地を所有する農家で農協の正組合員の者



・農家総数が１０年間で約３５００戸（２０％）減少しているのに対して、自給的農家戸数は約４５０戸（６％）減少にとどまって
おり 自給的農家の割合が高ま いる

２２．東京都における農家総数と自給的農家戸数の経年推移 第14回都市計画制度小委員会
ケーススタディ 参考資料

（単位：戸）

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005

おり、自給的農家の割合が高まっている。

農家総数 17,210 16,910 16,600 16,420 15,460 15,060 14,760 14,390 14,090 13,700

自給的農家 6,800 6,700 6,680 6,670 6,427 6,280 6,200 6,110 6,020 6,347

自給的農家の割合（％） 39.5 39.6 40.2 40.6 41.6 41.7 42.0 42.5 42.7 46.3

（注）自給的農家とは、経営耕地面積が30a未満で、かつ過去１年間の農産物販売金額が50万円未満の農家を言う。
出典：農林水産省「農林業センサス」「農業構造動態調査」
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